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Overview 

欧州委員会は 2月 28日、離脱協定の草案を公表した。草案に盛り込まれた北

アイルランドの扱いをめぐって英国からは反発の声が上がっており、今後の交

渉は難航することが予想される。 

 

 

先週までの Brexit、欧州の政治および経済に関する主な動きは以下の通りで

ある。 

 Theresa May首相は、離脱後の通商関係に関する政府方針を示す演

説において、EU単一市場へのアクセスが現在よりも制限されること

を認めた。 

 労働党の Jeremy Corbyn党首は Brexit政策の転換を表明し、離脱

後も EUとの関税同盟に恒久的に留まることを求めた。 

 英国の Tony Blair元首相は、Brexitが起こらない可能性も 50％は

あるはずで、EUが移民政策を改革することで英国が Brexitを取り

下げる可能性もあると述べた。 

 欧州委員会は英国の EU離脱時の条件を定める離脱協定の草案を公

表した。同草案は、北アイルランドが離脱後も EU単一市場のルー

ルに従うとするシナリオが含まれるとともに、英国が離脱後も欧州

司法裁判所の管轄権に無期限に服することを求めている。この草案

に対して、英国は主権を脅かすものとして強い反発を示している。 

 英国政府は、離脱後の移行期間に英国に入国した EU市民に対し

て、条件を満たした場合に英国の永住権を与えることを認めた。 

 複数の EU加盟国が、英国の EU離脱後に EU予算への拠出額が増加

することを防ぐため、EU予算を縮小するよう求めた。これに関し、

スウェーデンの Magdalena Andersson財務相は「埋めなければな

らない穴はない」と述べた。 

 極右政党であるドイツのための選択肢（AfD）は、同党にとって初

めてとなる議会討論において、ドイツ政府は英国に対して厳しすぎ

るとして EEA型シナリオの採用を支持すると述べた。 
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 オランダ議会は、混乱を招き民主主義を弱体化する恐れがあるとして、法的拘束力のない国

民投票の廃止を可決した。 

 イタリア総選挙の結果、両院とも中道右派連合が第 1勢力、五つ星運動が第 2勢力となっ

たものの、どの勢力も過半数を獲得できないハングパーラメントとなった。 

 2017年 9月までの 1年間における英国への EU市民の純流入数は、前年同期比で 7万

5,000人減と、過去 5年で最低水準に落ち込んだ。 

 IMFの元チーフエコノミストである Olivier Blanchard氏は、EUにおいて賃金交渉が行わ

れていないことは、EUに銀行同盟や財政同盟がないこと以上にユーロにとって問題である

と述べた。 

 Eurostatが行った EU域内の地域間格差に関する調査によると、一人当たり GDPは、ロン

ドンが EU平均の 6.1倍、次いでルクセンブルクが 2.57倍であった。 

 英国小売協会（British Retail Consortium）の発表によると、英国の店頭小売価格指数は

2018年 2月に下落し、英ポンド安によるインフレ圧力が弱まっていることが示された。 
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